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ご
あ
い
さ
つ 

台
風
９
号
か
ら
変
わ
っ
た
熱
帯
低
気

圧
は
山
北
町
に
も
大
き
な
被
害
を
も
た

ら
し
ま
し
た
。
猛
暑
の
置
き
土
産
の
よ

う
な
被
害
に
は
困
惑
し
ま
す
が
、
災
害

に
は
十
分
な
備
え
が
必
要
な
こ
と
を
改

め
て
認
識
す
る
機
会
と
な
り
ま
し
た
。 

さ
て
、
９
月
７
日
か
ら
15
日
ま
で
の

９
日
間
、
平
成
22
年
第
３
回
山
北
町
議

会
定
例
会
が
開
催
さ
れ
ま
し
た
。
主
な

議
題
は
平
成
21
年
度
一
般
会
計
、
特
別

会
計
及
び
水
道
事
業
会
計
の
決
算
の
認

定
で
し
た
。 

い
ず
れ
議
会
だ
よ
り
で
詳
し
く
報
告

さ
れ
ま
す
が
、
速
報
と
し
て
い
つ
も
の

よ
う
に
お
知
ら
せ
し
て
ま
い
り
ま
す
。

ご
一
読
い
た
だ
い
て
ご
意
見
な
ど
お
寄

せ
い
た
だ
き
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上

げ
ま
す
。 

 

一
般
質
問 

地
域
主
権
改
革
の
動
向
と
対
応 

政
府
は
６
月
、
地
域
主
権
改
革
の
方

向
性
を
示
す
「
地
域
主
権
戦
略
大
綱
」

を
閣
議
決
定
し
ま
し
た
。
こ
の
中
で
は
、

義
務
付
け
・
枠
付
け
の
見
直
し
、
基
礎

自
治
体
へ
の
権
限
移
譲
、
ひ
も
付
き
補

助
金
の
一
括
交
付
金
化
等
の
方
針
が
示

さ
れ
ま
し
た
。 

質
問 

こ
の
方
針
が
町
に
ど
の
よ
う

に
影
響
す
る
か
検
討
が
必
要
と
思
う
が

ど
う
か
。 

答
弁 

地
域
主
権
改
革
に
よ
り
、
国

の
制
度
に
縛
ら
れ
ず
、
自
ら
の
判
断
と

責
任
で
課
題
に
取
り
組
む
こ
と
が
で
き
、

効
率
的
な
行
政
運
営
が
で
き
る
と
思
わ

れ
ま
す
。
一
方
で
は
、
権
限
移
譲
に
よ

り
、
業
務
量
は
増
え
、
業
務
内
容
も
複

雑
に
な
り
、
経
費
も
増
加
す
る
と
予
想

さ
れ
ま
す
。 

質
問 

県
の
財
政
的
・
人
的
支
援
と

か
職
員
の
研
修
な
ど
町
の
パ
ワ
ー
ア
ッ

プ
が
必
要
で
は
な
い
か
。 

答
弁 

国
の
最
新
情
報
の
把
握
に
努 

 

め
る
と
と
も
に
、
職
員
に
は
各
種
研
修

会
・
勉
強
会
へ
の
積
極
的
な
参
加
を
促

し
て
い
ま
す
。 

質
問 

一
括
交
付
金
化
は
23
年
度
予

算
に
影
響
し
な
い
か
。 

答
弁 

影
響
を
調
べ
て
い
る
が
、
予

算
は
、
働
く
世
代
を
山
北
に
と
ど
め
る
。

高
齢
者
が
安
心
し
て
住
め
る
交
通
・
医

療
。
安
心
安
全
へ
の
取
り
組
み
。
を
柱

と
し
て
編
成
し
ま
す
。 

質
問 

第
４
次
総
合
計
画
の
推
進
に

影
響
し
な
い
か
。 

答
弁 

見
直
す
べ
き
は
実
施
計
画
の

中
で
見
直
し
、
基
本
計
画
は
継
続
し
ま

す
。 

 

質
問 

義
務
付
け
・
枠
付
け
の
見
直

し
に
よ
り
町
民
生
活
に
影
響
す
る
も
の

と
し
て
、
公
営
住
宅
の
整
備
基
準
・
入

居
収
入
基
準
が
自
治
体
に
任
さ
れ
る
と

町
独
自
の
住
宅
政
策
が
可
能
か
。 

答
弁 
所
得
制
限
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

な
ど
が
町
の
裁
量
に
よ
っ
て
実
施
で
き

ま
す
。 

質
問 

幼
稚
園
・
保
育
園
の
設
置
基

準
が
緩
和
さ
れ
れ
ば
幼
保
一
元
化
は
進

む
の
か
。  

答
弁 

認
定
子
ど
も
園
な
ど
新
し
い

方
法
で
幼
保
一
体
化
を
検
討
で
き
ま
す
。 

質
問 

公
立
学
校
の
学
級
編
成
基
準

の
市
町
村
へ
の
委
任
が
あ
れ
ば
少
人
数

学
級
が
可
能
に
な
る
か
。 

答
弁 

国
で
少
人
数
学
級
が
検
討
さ

れ
て
お
り
、
そ
の
結
果
に
よ
り
定
数
が

改
善
さ
れ
ま
す
。 

 地
域
主
権
改
革
で
町
は
変
わ
る
か 

地
域
主
権
改
革
は
ま
だ
法
制
化
さ
れ

て
い
ま
せ
ん
が
、
公
共
事
業
な
ど
の
補

助
金
は
23
年
度
か
ら
一
括
交
付
金
化

す
る
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
予
算
編
成
に

当
た
っ
て
は
町
に
ど
の
程
度
の
影
響
が

あ
る
の
か
を
見
守
る
必
要
が
あ
る
と
思

い
ま
す
。 

権
限
移
譲
は
ほ
と
ん
ど
が
市
に
限
定

さ
れ
て
い
る
た
め
、
町
へ
は
限
ら
れ
た

も
の
に
な
り
ま
す
。
市
と
同
様
の
権
限

が
委
譲
さ
れ
て
も
、
町
の
規
模
で
は
対

応
で
き
る
ノ
ウ
ハ
ウ
が
な
い
か
も
し
れ

ま
せ
ん
。 

義
務
付
け
・
枠
付
け
の
廃
止
に
よ
っ

て
は
、
町
の
課
題
で
あ
る
、
住
宅
対
策

で
独
自
の
家
賃
設
定
、
認
定
子
ど
も
園

と
し
て
の
幼
稚
園
・
保
育
園
の
一
体
化
、

学
校
の
30
人
・
35
人
と
い
っ
た
少
人
数

学
級
に
よ
る
教
育
の
質
向
上
が
期
待
さ

れ
ま
す
。 
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平成２２年９月２２日（水）      川村としはる議会報告 No.３５（２） 

小・中学校の統廃合計画（素案）の概要が示されました。小学校は（川村小＋共和小）を川村小に、（清

水小＋三保小）を清水小に、中学校は（山北中+清水中+三保中）を山北中に設置する案です。保護者や地

域住民の意見を反映した実施計画を策定し、平成 26 年度から統廃合を実施する予定となっています。 

一
般
会
計
の
状
況 

歳
入 

○
町
税
は
前
年
度
比
５
．
９
％
減
、
地

方
交
付
税
は
５
．
７
％
の
減
収
と
な

り
ま
し
た
。 

○
地
域
活
性
化
・
経
済
危
機
対
策
臨
時

交
付
金
な
ど
に
よ
り
、
国
庫
支
出
金

が
２
５
．
４
％
、
臨
時
財
政
対
策
債

な
ど
の
町
債
が
６
６
．
５
％
増
と
な

り
ま
し
た
。 

○
歳
入
全
体
で
は
前
年
度
比
５
．
２
％

増
で
す
。 

○
町
税
な
ど
の
自
主
財
源
の
歳
入
総
額

に
占
め
る
割
合
は
５
４
．
６
％
で
、

地
方
交
付
税
・
国
庫
支
出
金
な
ど
依

存
財
源
の
割
合
は
４
５
．
４
％
と
な

り
ま
し
た
。 

歳
出 

○
人
件
費
は
退
職
手
当
組
合
へ
の
負
担

金
が
増
と
な
り
ま
し
た
。 

○
扶
助
費
は
障
害
者
自
立
支
援
に
係
る

事
業
の
減
少
で
す
。 

○
地
域
活
性
化
・
臨
時
交
付
金
事
業
な

ど
に
よ
り
投
資
的
経
費
（
普
通
建
設

事
業
費
）
は
大
幅
増
と
な
り
ま
し
た
。 

○
繰
出
金
は
国
民
健
康
保
険
事
業
特
別

会
計
、
下
水
道
事
業
特
別
会
計
な
ど

へ
の
繰
出
金
で
あ
り
減
少
し
ま
し
た
。 

○
雇
用
対
策
事
業
に
よ
る
物
件
費
の
増
、

足
柄
消
防
組
合
、
足
柄
上
衛
生
組
合

な
ど
一
部
事
務
組
合
へ
の
負
担
金
な

ど
補
助
費
等
の
増
加
に
よ
り
、
そ
の

他
費
用
が
増
え
ま
し
た
。 

○
歳
入
、
歳
出
の
推
移
を
グ
ラ
フ
に
示

し
ま
す
。 

将
来
に
わ
た
る
財
政
負
担 

地
方
債
（
借
金
）
残
高
は
40
億
２
１

９
６
万
円
、
債
務
負
担
行
為
（
将
来
に

わ
た
る
経
費
負
担
）
残
高
は
16
億
９
０

９
万
円
で
、
こ
れ
ら
の
合
計
か
ら
積
立

金
現
在
高
15
億
８
９
４
７
万
円
を
差
し

引
い
た
将
来
に
わ
た
る
財
政
負
担
額
は

40
億
４
１
５
８
万
円
で
前
年
度
比
１
３

８
６
万
円
の
増
と
な
り
ま
し
た
。 

主
な
財
政
分
析
指
標 

普
通
会
計
の
主
な
財
政
分
析
指
標
で

は
、
財
政
構
造
上
の
弾
力
性
を
判
断
す

る
基
準
と
な
る
経
常
収
支
比
率
は
８
３
．

１
％
で
75
％
か
ら
80
％
が
望
ま
し
い

と
さ
れ
る
値
を
超
し
て
い
ま
す
。 

財
政
の
健
全
化
判
断
比
率
は
、
実
質

公
債
費
比
率
、
将
来
負
担
比
率
、
実
質

赤
字
比
率
す
べ
て
に
お
い
て
基
準
値
を

大
き
く
下
回
っ
て
い
ま
す
。 

実
施
し
た
主
な
事
業 

☆
ま
ち
づ
く
り
交
付
金
事
業 

２
億
３
８
１
万
円 

☆
水
源
環
境
保
全
・
再
生
交
付
金

事
業 １

億
５
２
４
２
万
円 

☆
地
域
活
性
化
・
生
活
対
策
臨
時

交
付
金
事
業 

６
４
０
７
万
円 

☆
定
額
給
付
金
事
業 

１
億
９
７
２
２
万
円 

☆
地
域
活
性
化
・
経
済
危
機
対
策

臨
時
交
付
金
事
業 

 

１
億
９
８
８
６
万
円 

☆
小
児
医
療
費
助
成
事
業 

３
０
９
７
万
円 

☆
中
山
間
地
域
総
合
整
備
事
業 

１
億
２
３
６
２
万
円 

☆
雇
用
対
策
事
業 

 

１
４
５
６
万
円 

☆
山
北
幼
稚
園
耐
震
補
強
事
業 

５
２
９
２
万
円 

平
成
21
年
度
決
算 

1,350

1,238

人件費

1,294

280

291

扶助費

287

439

455

公債費

438

770

690

投資的経費

1,026

504

438

繰出金

377

2,172

1,812

その他

2,019
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１９年度

２0年度

２１年度

性質別歳出の推移（単位：百万円）

合計

5,442

4,925

5,514

町税

2,088

37%

地方交付

税

826

15%

国・県支

出金

1,101

20%

町債

372

7%

繰入金

267

5% その他

926

16%

一般会計歳入（単位：百万円）


